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研究成果の概要（和文）： 

 第二次世界大戦中の連合軍の心理戦関係部局と戦後の民間情報教育局（CIE）の連続性
を探るため、Weekly Report により CIE の人員や部局、メディア関係の活動や方針の変遷
に関する基礎情報を構築した。また、CIE の世論及び国民性調査に協力した日本側の世論
調査機関のうち、実態が不明だった末永輿論研究所の活動を明らかにした。さらに米軍占
領下の南朝鮮を対象にした CIE 情報政策として、朝鮮戦争のラジオ報道に対する介入、原
爆及び原子力開発に関する報道の規制、VOA の展開などを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 

To reveal the continuity of policies and activities of the psychological warfare 

branches of the Allied Powers and the Office of War Information (OWI), USA, during 

WWII with regard to those of the Civil Information and Education (CIE) Section, 

SCAP/GHQ, in Occupied Japan after the war, „CIE Weekly Reports‟ were investigated. 

The CIE produced many research reports and public opinion polls in cooperation with 

Japanese public opinion research institutions. The activities of one organization, the 

Suenaga Public Opinion Institute, has been revealed through this project. It was also 

shown that the CIE information and propaganda policies included the intervention of 

the CIE radio section into news coverage of the Korean War by NHK radio in Tokyo, 

the controlled coverage of the atomic bomb and atomic power in southern Korea and 

the extension of the VOA in Asia. 
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１．研究開始当初の背景 

 占領期の対日情報政策に関する研究は、山
本武利『占領期メディア分析』、有山輝雄『占
領期メディア史研究』をはじめとした実証的
研究が近年活発に展開してきた。特に民間諜
報局（CIS）の下に置かれた民間検閲支隊
（CCD）が実施したメディアへの検閲に関す
る研究は、プランゲ文庫所蔵資料などに基づ
き、新聞・雑誌・映画を中心に活発に進展し
てきた。これに対して、メディアに対して民
間情報教育局（CIE）が果たした積極的な啓
蒙・宣伝・広報の活動は、CIE 図書館・映画・
対外放送・世論調査などに関する個別的研究
がすすめられてきたが、民間情報教育局の組
織全体を見据えた研究は、必ずしも多くない。
1945 年９月のしれによって設立された当初
の活動方針などはよく触れられるところで
あるが、1946 年 11 月頃には六つの課からな
る 130 名程の小さな組織が、数度にわたる部
局改変を経て千人以上の組織にいたる変遷
過程については、未解明な部分が多々残され
ており、組織的な活動実態の全体像は必ずし
も明らかになっているわけではない。 

 

２．研究の目的 

 本研究では、占領期研究をすすめてきた各
研究者が協力して、膨大な民間情報教育局の
資料を読み解き整理しながら、研究発表で知
見を共有し、以下の三点を明らかにすること
を目的とした。 

（１）心理戦の継承と展開： 戦時中の連合
国軍の心理戦部およびアメリカ合衆国の戦
時情報強の活動と、戦後の民間情報教育局の
政策の活動との連続性を、(a)人脈と組織の変
遷、(b)活動日誌,(c)方針と政策の変遷、とい
う三つの要点から整理して系統的に調査し
て明らかにする。 

(2)世論調査及び国民性調査： 民間情報教育
局が実施した輿論・国民性調査をはじめとす
る資料の統計的な収集と分析をすすめ、当時
の占領軍がどのような観点で日本を見てい
たのかを探る。 

(3)対アジア情報宣伝活動： 戦後処理から冷
戦構造の成立過程にあって、民間情報教育局
は日本だけでなく、同じ米軍占領下にあった
南朝鮮（後の大韓民国）を対象に、アジアを
査定にとらえる情報宣伝政策を展開した。そ
の実態を、対外放送である VOA をはじめと
して解明する。 

 

 

３．研究の方法 

 研究目的に述べた三つの課題にそって、チ
ームを組んで調査研究を行った。 
(1)心理戦チーム： 心理戦の継承と展開に
関する資料として、民間情報教育局がまとめ
た日報及び週報（Weekly Report）の記録に
基づき、組織の改編、人事異動の経緯を明ら
かにし、さらに民間情報局が下した指定や指
示の決定過程や政策の変遷をあきらかにす
る。具体的には、Weekly Report の目次を採
録し、その中のメディア関係項目について取
り上げて整理したファイルを作成し、基礎的
資料として共有できるようにする。 
(2)世論調査チーム： 民間情報教育局の調
査分析課（R&A）及び世論・社会調査課（PO&SR）
により行われた調査の関係文書を系統的に
収集し、整理する。また、調査関係者及び団
体の関係文書を調査し、整理する。 
(3)アジア宣伝チーム： 戦時情報局で制作
が始まり、後に VOA に引き継がれた米国の対
外放送の実態を、米国議会図書館、米国公文
書館の文書資料を調査し、明らかにする。 
 
４．研究成果 
本研究で目的とした課題三点について、以

下のことが明らかになった。 

(1)民間情報教育局の活動を最も総括的に把
握できる CIE Weekly Report の目次を採録
し、さらにその中のメディアに関する内容を
摘出し、電子データにまとめる作業を進めた
結果、1946 年５月から 1949 年６月までの三
年分をデータ化し終えた。これにより、CIE

の人員、部局の変遷、またメディアに対する
活動や方針の変遷を明らかにする基礎情報
が構築された。残念ながら、1949 年 10 月か
ら 1952 年４月までの二年半分が残されてし
まったのは今後の課題である。 

2010 年に早稲田大学で開催したシンポジ
ウム「沖縄をめぐる日米情報戦」の議論や占
領期の大学生新聞などの出版物に関する分
析を通じて、戦時中の情報戦の経験が、中心
となった人物を中心に継承されて占領期の
活動が推進されたこと、また反共政策が進展
する中で、1948 年から人員も方針も変化し、
日本人の精神構造の改変から、反共的施策へ
重点が転換したことが確認された。 

(2)民間情報教育局が実施した世論及び国民
性などに関する分析調査は、民間情報教育局
の中の調査分析課（R&A）、および世論・社



 

 

会調査課（PO&SR）が、日本側の世論調査
機関と連携して行った。日本側の調査機関に
は、行政機関、民間の調査会社、新聞や雑誌
の調査部などがあったが、このうち民間の調
査会社 13 社は、輿論科学協会を除いて短命
に終わり、その実態がよくわかっていなかっ
たが、雑誌『サーヴェイ』を発行した末永輿
論研究所の活動については調査によって明
らかになった。また、原子力や原爆に関する
世論調査が不在であることも指摘された。 

(3) 2012 年にニューヨーク市立大学で開催し
たワークショップ「Atomic Ordering on the 

Borders of Japan」の議論や資料調査を通じ
て、朝鮮戦争の報道に対して CIE ラジオ課が、
日本放送協会（NHK）の日本語によるラジオ
放送に対し、朝鮮戦争に関する正確なニュー
スを流すよう、朝鮮の聴取者への影響を第一
に考えて編集・放送するように指示を出し、
また「正しい情報」を提供するため「世界の
危機」などの広報番組が設けられた。同時期
に、CIE が朝日新聞社と組んで 1950 年９月
に実施した朝鮮戦争に関する世論調査の内
容も、CIE の報告書から明らかにされた。 

また、南朝鮮における原爆及び原子力開発
に関する報道が米軍によって規制されてい
たこと、沖縄における『守礼の光』の発行、
アジアにおける VOA の展開、日本における
朝鮮人メディアの活動が情報戦の一環とし
て明らかにされた。 
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